
ハラスメント対策を契機に
「働きがいのある職場」を
めざす

1 はじめに

　本連載では、第１回で人事の実
務家が知るべき「パワハラが生
じる組織の構造的な問題」につ
いて触れ、第２回ではESG（環
境・社会・ガバナンス）の観点か
ら、ハラスメントが企業に与える
影響について解説しました。第３
～５回では、セクシャルハラスメ
ント・パタニティハラスメント・
副業とハラスメントについて、
Q&Aの方式で解説することで、
より実践的に理解を深めてきまし
た。
　後半の第６回では、働きがいの
ある職場は「エンゲージメントが
高い状態にある」ことに触れ、エ
ンゲージメントに影響を与える要
素の「経営理念」や「組織文化・
風土」「対人関係」「環境・制度」
に着目しました。
　最終回となる本号では、エン
ゲージメントに影響を与える要素
【図表１】のうち、まだ触れてい

ない「職務特性」について、解説
します。そのうえで、「働きがい
のある職場」をつくるためには、
マネジメント全体を通じてどのよ
うなことが重要となるのか、連載
全体を振り返りながら総括を行い
ます。

2「マイクロ・マネジメント」は禁物

　ここ２～３年で「社員の働きが
いを高めることは重要だ」という
考え方が広く浸透してきました
が、それまでは「社員のモチベー
ション向上のため、仕事のやりが
いを高めよう」とする企業が多く
みられました。この「仕事のやり
がい」を高める要素としては、図
表１のNo.５～８が重要とされて
いますが、実際、これらの要素は
働きがいにどの程度影響を与える
のでしょうか。
　厚労省が2014年に発表した
「働きやすい・働きがいのある職
場づくりに関する調査報告書」

（以下、「働きがい調査」）では、
働きがいの高さと関係の深い「業
務管理のあり方」が示唆されてい
ます【図表２】。業務管理とは文
字どおり、「企業経営における業
務が、的確に遂行されるように管
理すること」を指します。この調
査では業務管理のあり方をいく
つかのカテゴリに分解しており、
「各自に与えられた仕事の意義や
重要性についての説明」や「経験
が浅い社員に責任ある仕事を任せ
裁量権を与える」「仕事の改善・
改革を促す仕組み」といった取り
組みを行っている企業ほど、働き
がいが高いという傾向を明らかに
しています。
　興味深いのは、この調査結果で
重要とされた取り組みは、いずれ
も「業務管理」という言葉が与え
る印象と相反するマネジメント
手法であるということです。「管
理」という言葉からは、「細かい
指揮命令を行う」という印象を抱
きがちです。もちろん、適切な組
織運営・業務推進のためにはそう

信頼をベースにしたマネジメントが
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3 働きがいを高める
「マクロ・マネジメント」

　さてここからは、働きがいを高
めるために重要となる、具体的な
業務管理（マネジメント）の手
法、つまり“マクロ・マネジメン
ト”について解説していきます。
　実は先述の「働きがい調査」の
結果は、図表１の「エンゲージメ
ントの高い組織における特長」と
一致する部分が多く存在します。
そこで、より体系的に理解を深め

れば、『どうしても過剰管理をや
められないマイクロマネジャー』
は、『自分がマイクロマネジャー
であることを自覚していないこと
が多い』と指摘しています。図表
４はウィルキンス氏が示す『マ
イクロマネジャー・チェックリ
スト』です。この機会に、マネ
ジャー自身が部下の士気を下げる
原因、マイクロマネジャーとなっ
てはいないか、このチェックリス
トを活用してみてはいかがでしょ
うか。

いった管理も必要です。しかし、
働きがいを高めるために有効なの
は、一つひとつ細かく指示管理す
る“マイクロ・マネジメント”の
視点よりも、会社の方向性や仕事
の意味合いなど大きな方向性を伝
えて、一定程度裁量権を与える
“マクロ・マネジメント”の視点
でしょう【図表３】。
　米国にあるリーダシップ開発に
特化したコンサルティングファー
ム「パラビス・パートナーズ」の
共同創設者であるミュリエル・
メニャン・ウィルキンス氏によ

図表１　エンゲージメントの高い組織における特長（再掲）
ドライバー No. 要素 特長

理念・戦略

1 理念の共有・共鳴 会社の経営理念を理解し、共感している。

2 将来ビジョンの共有度 会社の将来ビジョンについて、意味合いも含め社員に共有され、社員を鼓舞するものとなって
いる。

3 目標・方針の理解・共感 会社から伝えられる目標・方針に納得し、実施することに意味を感じる。
4 戦略・計画の納得性 会社の示す戦略は、社員が理解しやすい形で説明され、社員の意見が言える場がある。

職務特性

5 職務の一貫性・有意味性 自分の仕事は会社や部門の目的・目標と照らして一貫性があり、社会や組織に影響を与えてい
る仕事であると感じる。

6 職務と能力のマッチング 業務内容（難易度等）と自分の知識・能力がマッチし、力を発揮できる状態になっている。
7 職務の自律性 業務を遂行するうえで、逐一指示・命令を受けなくても、自分の裁量で出来ることが多い。
8 挑戦の機会 会社では、仕事に対する挑戦の機会が積極的に与えられている。

環境・制度

9 昇進・昇格、昇給の余地 会社では、能力の向上が求められ、それらを高めれば、昇進・昇格、昇給していくと感じる。
10 評価に対する納得性 会社では、自分の働きや成果に対して、評価基準に沿って公正に評価されていると感じる。
11 報酬に対する納得性 自分の仕事ぶりや同業他社の水準と比較して、給与・賞与は納得できる水準であると感じる。
12 キャリア開発、成長機会 会社からは、自分の経験やスキル、能力高めるための機会が与えられている。

対人関係

13 目標達成のコーチング 上司は、組織や個人の目標達成に向けてどのような行動をとればよいか的確なアドバイスをし
てくれる。

14 上司の承認・メンタリング 上司は日頃から声掛けをしてくれ、うまくいったときには褒めたり自分のことのように喜んで
くれる。

15 職場でのコミュニケーション 職場では、上司や同僚と議論する場があり、目標達成に向けてお互い協力しながら業務を進め
ている。

16 職場からの承認 職場では、個人が良い成果を上げたり良い行動をした時、上司やメンバーから賞賛される。

組織文化・
風土

17 風通しの良さ 職場では、分からないことは気軽に聞け、気づいたことは気にせず話が出来る風通しの良さが
ある。

18 自由闊達 職場では、良い方向に進めるために、上下関係を超えて葛藤を恐れず話し合う雰囲気がある。
19 創造性・独自性 職場では、自分のアイデアを自由に発言し、受け入れられる雰囲気がある。

20 リスクテイキング 職場では、前例がないようなことであっても挑戦すること、成果を発揮することが大事である
と考えられている。

資料出所：日本総研「エンゲージメント調査」より一部抜粋
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うに活用されているのかわから
ず、やりがいを感じられなかった
から」という声をよく耳にします。
　以上を総合すると、部下や後輩
に仕事を与える際、単に業務の
内容や納期を伝えるのではなく、
「その業務の目的は何か」「なぜそ
の業務が必要なのか」「その業務
の結果、どんな効果・好影響が想
定されるか」についても併せて示
すことが重要といえるでしょう。
また、当該業務の後工程が完了し
たら、「最終的にどのようなアウ
トプット（成果・結果）が生まれ
たか」についても伝えることで、
エンゲージメントの向上が期待で
きます。

⑵�　部下の「職務と能力のマッチ
ング」を高める
　次に、エンゲージメントの高い
組織における特長No.６の「職務
と能力のマッチング」について
は、前号（第９回）の内容が参考
となります。第９回では「キャ
リ ア の『Will・Can・Must』を
フィットさせることで働きがいを
高める」という着眼点で、有効な
人事制度上の施策・事例について
解説しました。「Will」とは「あ
りたい姿」で、中長期的な意味
では「人生において、仕事を通
じて、実現したいこと」を指し、
「Can」は「いまの自分ができる
こと」、「Must」は「会社・職場
で期待されること」を指します。

るか否かという点が重要というこ
とです。「働きがい調査」では、
「各自に与えられた仕事の意義や
重要性についての説明」を行うこ
とが具体策として該当します。
　近年、せっかく第一志望の大企
業に入社したにもかかわらず、ベ
ンチャー企業に転職する20代が
一定程度存在しますが、彼らに転
職の動機を聞いてみると、「上司
や先輩に言われるままに作業する
ものの、その成果が会社でどのよ

るために、ここからは図表１の
No.５～８について、それぞれ解
説していきます。

⑴�　部下の「職務の一貫性・有意
味性」を高める
　エンゲージメントの高い組織に
おける特長No.５の「職務の一貫
性・有意味性」については、端的
に言えば「自分の仕事は社会（≒
顧客）や会社にとって意味のある
重要な業務だ」という感覚を持て

図表２　働きがいを高める業務管理のあり方
「働きがいがある」または「どちらかといえば働きがいがある」と回答した割合
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朝礼や社員全体会議を通じた会社のビジョンの共有

仕事の改善・改革を促す仕組み（小集団活動など）

会社の経営情報の従業員への開示

経験が浅い社員に責任ある仕事を任せ裁量権を与える

提案制度などによる従業員の意見の吸い上げ

従業員の意見の会社の経営計画への反映

各自に与えられた仕事の意義や重要性についての説明

実施している場合 実施していない場合

資料出所：�厚生労働省「働きやすい・働きがいのある職場づくりに関する調査報告書
（2014年）」に基づいて日本総研作成

図表３　「マイクロ・マネジメント」と「マクロ・マネジメント」の違い

資料出所：日本総研作成

概要

上司は業務の目的や基本的な方向性だけ
を示し、部下の自主性を重んじて、手順は
任せる。（一定の権限移譲を行う。）

上司が部下の業務に強い監督・干渉を行う。
業務のあらゆる手順を監督し、基本的に
意志決定を部下に任せることはない。

マネジメントのあり方

マクロ・
マネジメント

マイクロ・
マネジメント

過剰な管理・干渉により、
部下の士気は下がる

部下の自主性を引き出し、
働きがいを高める
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（何を）」を示すことが肝要です。
ウィルキンス氏は『最終成果物の
イメージはしっかり説明すべきだ
が、それをどの方法で達成するか
について詳細な指示を出してはな
らない』とし、『「何」を成すべき
かを共有して、その過程について
の計画を（指示せずに）尋ねてみ
よう。部下のアプローチが自分と
異なっていても、優れた結果をも
たらす可能性に驚くことになるか
もしれない』と提案しています。
　このように、一定程度部下に仕

①『仕事の優先順位を決める』、
②『how（どのように）ではな
く、what（何を）を示す』、③『成
功を期待し、少しばかりの失敗を
許容する』という３つを提唱して
います【図表６】。
　まず、①仕事の優先順位を決め
る際は、『部下に任せられる仕事
を選定し、本人と率直に話し合
い、上司の自分がどの程度細部ま
で関与すべきかについて合意』し
ます。その際は併せて、②「how
（どのように）」ではなく、「what

　図表５のように、このWill・
Can・Must の３つは、重なる中
心部分が大きければ大きいほど、
望ましい状態とされています。
「職務と能力のマッチング」とは、
「CanとMust の重なる部分を大
きくすること」といえます。これ
を実現するためには、まずはCan
の円を広げるため、継続的に人材
育成に取り組むことが不可欠で
す。それと同時に、Must の円を
広げるために「会社が社員に期待
していることを適切に伝える」た
めの仕組み、たとえば人事制度を
整備することなどが重要となりま
す。詳細な方法論については第９
回をご参照ください。

⑶�　部下の「職務の自律性」を高
める
　次に、エンゲージメントの高い
組織における特長No．７の「職
務の自律性」は、「部下を信頼し
て一定の裁量を与える」ことを指
します。「働きがい調査」では、
「経験が浅い社員に責任ある仕事
を任せ裁量権を与える」「仕事の
改善・改革を促す仕組み（小集団
活動など）」等が具体策として該
当するでしょう。ただし、「何の
レクチャーもなしに、部下の思う
ままに仕事を進めさせる」わけで
はありません。
　ウィルキンス氏は、部下の職
務の自律性を高めるためにマネ
ジャーが実行すべきこととして、

図表４　「マイクロマネジャー」のチェックリスト
No. マイクロマネジャーの特徴
1 部下の成果物に、深く満足できたことがない。
2 自分ならその仕事を違うやり方で進めるのに、というもどかしさを頻繁に覚える。
3 細部にこだわり、修正を加えることに大きな誇りを持って尽力する。
4 部下全員について、どこにいるのか、何に取り組んでいるのかを常に把握していたい。
5 頻繁に進捗報告を求める。
6 メールの CC に自分が含まれることを好む。

資料出所：�Harvard�Business�Review『あなたはマイクロマネジャー？�6つの兆候から
明らかになる。』（2015）に基づいて日本総研作成

図表５　フィットすることで働きがいが高まる「Will・Can・Must」（再掲）

資料出所：日本総研作成

【Will】ありたい姿
仕事を通じて実現したいこと、希望する職種・職務内容など

【Can】今の自分ができること（強み）
これまでの仕事で身に着けたスキル、

強みといえる特長

【Must】会社から期待されること
現在の職務・ポジションで出すべき成果、

期待される役割など

Will

MustCan
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事の裁量権をもたせるということ
は、当然、上司自身で進めていれ
ば起こらなかったミスが発生する
場合もあるでしょう。マイクロマ
ネジャーは往々にして、このミス
を恐れて過剰管理に走ってしま
う傾向があるように見受けられ
ます。しかしウィルキンス氏は、
このような上司の下では、部下
は『自分たちが成果を上げるのは
過剰管理されるときだけだと思い
込み始める』と指摘しています。
この悪循環を避けるために重要と
なるのが、③『成功を期待し、少
しばかりの失敗を許容する』マネ
ジメントです。ウィルキンス氏
は、具体的な方法として『成功の

イメージを明確に描く。その成功
条件を満たすために必要なリソー
ス、情報、サポートを提供する。
功績にはしかるべき評価を与え
る。これらを実行すれば、チーム
が時折失敗しても長期的にはよい
業績につながることがわかるだろ
う』と結んでいます。

⑷　部下に「挑戦の機会」を与える
　最後に、エンゲージメントの高
い組織における特長No．８の「挑
戦の機会」については、前号（第
９回）の内容のうち、「Will の円
を広げる」というテーマが参考と
なります。Will を広げる際のス
タートは「やりたい仕事を明確に

する」ことですが、これが明確と
なった社員に対しては、チャレン
ジを促す仕組みとして図表７のよ
うな施策が有効です。
　「公募制」・「FA制度」につい
ては第９回で解説したとおり、
「社内転職制度」というイメージ
です。この社内転職制度の範囲を
より広げた仕組みが「グループ企
業・他企業への出向」です。本人
が希望する挑戦・職務の内容が自
社内で提供できない場合、優秀な
社員であるほど、他社に転職して
しまうリスクが高くなります。自
社のグループへの出向も視野に入
れながら、柔軟に本人の配置・異
動を決定することが重要となりま
す。これは「やりたい仕事に挑戦
させる」ための仕組みといえます
が、さらに１段階目線を上げて、
「経営に参画させる」ための仕組
みとしては、「ジュニアボード」
や「ビジネスコンテスト」が有効
です。
　「ジュニアボード」とは、若
手・中堅クラスの社員に対し、企
業経営の諸施策に関して具体的提
言を行う機会を提供する取組みで
す。「ビジネスコンテスト」とは、
有志の社員が個人、もしくはチー
ムで新しいビジネスプランを考案
し、これを全社的に審査会でプレ
ゼンさせる取組みです。最終選考
において審査上位のプランのなか
から、事業化を検討するものを改
めて精査し、出資や人的リソース

図表６　部下の「職務の自律性」を高めるためにマネジャーが実行すべき３箇条

③　成功を期待し、少しばかりの失敗を許容する

①　仕事の優先順位を決める

部下の「職務の自律性」を
高めるためのマネジメント ②　how（どのように）ではなく、what（何を）を示す

資料出所：�Harvard�Business�Review『あなたはマイクロマネジャー？�6つの兆候から
明らかになる。』（2015）に基づいて日本総研作成

資料出所：日本総研作成

図表７　部下に「挑戦の機会」を与えるために有効な施策

社員の挑戦
したいことを

研修・面談明確にする

聴く

支える

配置・異動

経営への
参画

ライフキャリア研修

キャリア面談

キャリア申告制度

公募制・FA制度

グループ企業・他企業への出向

ジュニアボード

ビジネスコンテスト

目的・ねらい カテゴリー 制度・施策

本連載第９回
を参照
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ハラスメント対策を契機に「働きがいのある職場」をめざす

の支援といった対応を行います。
　また、実際の事業化には至らな
いまでも、上位入賞者に対しては
全社的な場で表彰が行われたり、
賞金が付与される場合もあります。
　これらは、先述の「働きがい調
査」にあった「従業員の意見を会
社の経営計画への反映」や「表
彰、報酬の実施」に該当します。
実際、この仕組みがない企業と比
較すると、実施している企業の方
が働きがいが高いという結果が示
唆されています。この結果から
も、社員に挑戦の機会を与えるこ
とは、働きがいを高めるために有
効であることが理解できるのでは
ないでしょうか。

4 さいごに

　本号では、「マイクロ・マネジ
メントではなく、マクロ・マネジ
メントが重要」という着眼点で、
部下の働きがいを高めるために有
効なマネジメントのあり方につい
て解説しました。その根底には、
「部下を信頼する」という要素が
必要不可欠であるように思われま
す。実は、この信頼関係の構築こ
そが、ハラスメント対策を契機

に「働きがいのある職場」をめざ
すうえでは礎となるのではないで
しょうか。
　本連載では、各種ハラスメント
への対策に加え、第６回以降は一
貫して、それらを対症療法で終わ
らせるのではなく、より「働きが
いのある職場」に昇華させていく
ためのポイントについて解説して
きました。なかでも、第７回で
は「経営理念を体現するために
は、一つひとつの施策が独立した
ものではなく、一貫性が保たれて
いることが重要である」ことに触
れました。これはいわば、「会社
への信頼」を高めるためのキー
ファクターといえるでしょう。ま
た、第８回では「良好な対人関係
は働きがいのある職場の基礎であ
る」という考え方について触れま
したが、これは「上司や同僚への
信頼」を高めるためのキーファク

ターといえます。
　もちろん、信頼関係は一朝一夕
に築くことはできません。しか
し、だからといってあきらめてし
まうのではなく、本連載で取り上
げた一連の取組みを念頭におきな
がら、１つひとつ対策を講じるこ
とで、働きがいのある職場へと発
展を遂げることができるのではな
いでしょうか。貴社の更なる発展
にとって、本連載が有意義なもの
となれば幸いです。
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いのある職場づくりに関する調査
報告書」（2014年）
・�Harvard�Business�Review「あ な
たはマイクロマネジャー？　６つ
の兆候から明らかになる。」（2015
年）
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